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ノウハウ共有制限の根拠

1. 著作権法 著作物
2. 産業財産権関連法

1. 特許法 特許権
2. 実用新案法 実用新案権
3. 意匠法 意匠権
4. 商標法 商標権

3. 半導体集積回路の回路配置法 半導体回路の回路配置権
4. 種苗法 育成者権
5. 地理的表示法など 地理的表示権
6. 不正競争防止法 営業秘密・商品表示・商品形態など
7. 商法・会社法など 商号
8. 個人情報保護法、ＧＤＰＲ 個人情報・個人データ
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ノウハウ共有制限を責任の観点から見ると
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ノウハウ共有制限はイノベーションを阻害する？

イノベーションとコンプライアンスのバランスか？

Nicht!!!! 法令は遵守するか否か！

ノウハウ共有なくしてイノベーションなし！

役員には法令遵守とノウハウ共有を実現する責任がある
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DERの活用にむけたSeinとSollen 23年9月研究会における石井先生の御指摘 １

課題は山積

取組みの主体は多数

Ｓｅｉｎ

規制があるという幻想

どうやるか！だ

「やる」か否かではない

Ｓollen

規制の精査と改善



DERの活用にむけたSeinとSollen 23年9月研究会における石井先生の御指摘 ２



DERの活用にむけたSeinとSollen 23年9月研究会における石井先生の御指摘 ３



DERの活用にむけたSeinとSollen 23年9月研究会における石井先生の御指摘 ４
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今必要なこと 共有知規制への誠実な反省と知の共有にむけた緻密な見直し
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1. ノウハウの要素の特定と定義
2. ノウハウ共有の管理体制
3. ノウハウ共有の経営資源は準備しているか
4. ノウハウ共有方法を定め書面化しているか
1. 共有の人・相手
2. 共有を許容する範囲
3. 共有の方法
4. 共有後の管理方法

5. ノウハウ共有のための方法（ノウハウ共有契約・指示）を整える
6. 共有後の利用と価値増殖
7. ノウハウ共有のモニタリング・監査

イノベーションの創出・ノウハウ共有の経営上の価値評価

1. ノウハウ共有が制限される範囲を厳密に解釈する

2. 許容された共有の特定・管理

ノウハウ共有制限の仕込み

ノウハウ共有制限の刈り取る
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ノウハウ共有契約

ノウハウ共有指示

私達は誠実か？
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